
公益社団法人



目的と事業

　トラックはドアツードアの利便性と機動力により、国内輸送

の9割を担っています。特に、事業用のトラックは、企業の生

産活動に係る諸資材から国民の生活資材まで幅広く輸送し、

くらしと経済を支えるライフラインとして、国内物流の基幹的

役割を果たしています。このようなトラック輸送を支えるのが、

約6万3千者のトラック運送事業者とその構成によるトラック

運送業界です。

　しかしその一方で、燃料価格の高騰と運賃水準の低下、

ドライバー不足や働き方改革への対応など、トラック運送業

界をとりまく経営環境は厳しく、課題が山積しているのが現

状です。

　こうした諸課題克服に向けて積極的に対策を推進し、業

界の健全な発展とともに、社会に貢献し、社会と共生できる

事業を育成していくことが、事業者団体であるトラック協会

の重要な役割であり、使命でもあります。

　都道府県ごとにトラック協会が組織され、その中央団体

が「公益社団法人全日本トラック協会」です。
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　　定款に定められた本会の目的および事業は、次のとお

りです。

（1）目　的

この法人は、貨物自動車運送事業の適正な運営及び公正

な競争を確保することによって、事業の健全な発達を促

進し、もって公共の福祉に寄与するとともに、事業の社

会的、経済的地位の向上及び会員相互の連絡協調の緊密

化を図ることを目的とする。

（2）事　業

①貨物自動車運送事業に関する指導、調査及び研究

②貨物自動車運送事業に関する統計の作成、資料の

収集及びこれらの刊行

③貨物自動車運送事業に関する意見の公表及び国

会、行政庁等への申出

④行政庁の行う貨物自動車運送事業法その他法

令の施行の措置に対する協力

⑤貨物自動車運送事業法に基づく全国貨物自動車

運送適正化事業

⑥貨物自動車運送事業の社会的、経済的地位の向上

に寄与する施策と宣伝、啓蒙

⑦全国的規模において実施する共同利用施設の整

備・管理・運営、基金の造成等貨物自動車運送事業

の近代化・合理化のための事業

⑧事業用資材ならびに運営資金のあっ旋

⑨前各号に掲げる事業を行うため必要な研究、講演、

講習会等の開催

⑩会員相互の連絡協調を図る施策

⑪その他この法人の目的を達成するために必要な事業



会員制度と会員数

坂本　克己（大阪運輸倉庫（株）会長・大阪）

　定款に定められた本会の会員制度および会員

数は、次のとおりです。

＜会員制度＞

（1）普通会員

第 1種　都道府県を地区とする貨物自動車運送

　　　事業者が組織する団体

第 2種　理事会の定める基準により第１種の普

　　　通会員が推挙する貨物自動車運送事

　　　業者又は貨物自動車運送事業に係る

　　　貨物運送取扱事業者

第 3 種　次に掲げる者であって、理事会が推挙

　　　した者

①全国を地区とする貨物自動車運送事業者

②全国を地区とする貨物自動車運送事業者又は

これに関連する事業者が組織する団体

③貨物自動車運送事業に関し、学識経験を有す

る者

（2）賛助会員

　この法人の趣旨に賛同して入会する者で理

事会の承認を得た者

＜会員数＞

　　令和4年9月1日現在の会員数は408名であ

る。内訳は普通会員が358名、賛助会員が50

名となっている。　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　



沿
革

昭和23年2月　
・日本トラック協会が発足
昭和24年7月
・国鉄トラックによる民間事業への参入中止方を当局に
陳情
昭和27年3月
・輸送秩序確立全国トラック事業者大会を開催。「全国ト
ラック輸送秩序確立本部」を設置
昭和29年7月　
・社団法人として新発足
昭和33年5月　
・ＩＲＵ（国際道路輸送連盟）に加盟
昭和37年5月
・トラック会館が東京都新宿区四谷3丁目2番地に完成
昭和44年8月　
・社団法人日本トラック協会、全国陸運貨物協会、全国貨
物運送事業組合連合会が一本化、新団体「社団法人全日
本トラック協会」が発足
昭和44年10月
・第1回全国トラックドライバー・コンテストを実施
昭和50年11月
・運輸大臣から公労協ストに対処するため、全ト協と11道
県ト協に対し、緊急輸送命令発動（昭和48・4・27、昭和
49・4・11に次いで3度目）。トラックによる振替輸送は
1,399件、1万4384トンに
昭和51年3月
・交付金対策中央委員会を開催し、交付金の完全収受と
有効運用体制を確立。地方には交付金対策地方委員会
を設置
昭和56年4月
・財団法人貨物自動車運送事業振興センター設立
昭和62年3月
・「売上税絶対反対全国総決起大会」を開催
平成2年1月
・新事業法実施対策本部を設置
平成2年12月
・物流二法（貨物自動車運送事業法、貨物運送取扱事業
法）施行
・運行管理者試験業務の指定試験機関として、運輸大臣
  （当時）の指定を受ける
・貨物自動車運送適正化事業の全国実施機関として、運輸
大臣（当時）の指定を受ける
平成3年3月
・第１回運行管理者試験（国家試験）実施
平成3年10月
・ＫＩＴが本格稼働
平成4年2月
・第１回全国物流青年経営者交流会を開催
平成4年5月
・10月9日を「トラックの日」に制定
平成6年2月
・高速道路料金値上げ反対で全国総決起大会を開催。日
比谷公会堂に3,000人結集、車両デモも
平成6年4月
・高速道路料金値上げ絶対反対の130万人分の署名を運
輸、建設両大臣と道路公団総裁に提出
平成7年1月
・阪神・淡路大震災で、全国から延べ1万1,619台のトラッ
クが緊急物資輸送
平成7年7月
・新宿エルタワー19階に移転
平成7年9月
・阪神・淡路大震災の緊急物資輸送で内閣総理大臣表彰
を受ける
平成8年9月　
・第１回全国トラック運送事業者大会を開催
平成8年12月
・インターネットのホームページ開設
平成9年1月
・「ナホトカ号」重油流出事故に伴い、「重油漂着緊急対策
本部」を設置（福井ほか9県）
平成9年5月
・東京・日比谷公会堂で、軽油引取税の暫定税率7円80銭の撤
廃を求める総決起大会を開催、330万人の署名を集める
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平成10年2月
・協会創立50周年
平成10年3月
・アメリカトラック協会（ATA）との共催により、ハワイで第
１回貨物輸送会議を開催
平成10年12月
・第１期物流経営士として186人を認定
平成13年4月
・財団法人運行管理者試験センターに運行管理者試験
　（国家試験）業務を移管
平成14年5月
・東京・日比谷公会堂で「経営危機突破総決起大会」
平成15年10月
・トラック運送事業者大会を記念して、三重県いなべ市で
「トラックの森」植樹式。以後、毎回開催地ブロックで植樹
平成15年12月
・貨物自動車運送事業安全性評価事業（Gマーク制度）で、
1676事業所を第1回「安全性優良事業所」に認定
平成16年1月
・ネットワークＫＩＴをインターネット対応のWebKITに移行
平成16年4月
・IRU第29回世界大会を横浜市で開催
平成20年8月
・業界史上初の「燃料価格高騰による経営危機突破全国
一斉行動」を展開
平成21年11月
・「トラック事業における総合安全プラン2009」策定
平成22年6月～8月
・宮崎県で発生した家畜伝染病「口蹄疫」発生による災害
救済のため、中央近代化基金「激甚災害融資事業」を実施
平成23年3月
・東日本大震災の翌日以降、全国から延べ１万台を超える
トラックが緊急物資輸送
平成23年8月　
・「運輸事業の振興の助成に関する法律」が成立
平成23年12月
・災害時の緊急輸送司令塔として、東京・四谷に「全日本ト
ラック総合会館」（全日本トラック防災・研修センター）着工
平成24年4月　
・公益社団法人へ移行
平成24年7月
・東日本大震災発生後の緊急物資輸送に、業界挙げて貢
献したことが称えられ、「平成24年防災功労者内閣総理
大臣表彰」
平成25年5月
・自民党本部で「軽油価格高騰経営危機突破全国総決起大会」を開催
平成25年6月
・東日本大震災での緊急輸送の功績が認められ、「IRUグ
ランプリ賞」を受賞
平成26年7月
・「全日本トラック総合会館」（全日本トラック防災・研修センター）竣工
平成26年8月
・災害対策基本法に基づき、内閣総理大臣より「指定公共
機関」に指定される
平成26年12月
・貨物自動車運送事業安全性評価事業（Ｇマーク制度）
で、認定事業所数が初めて2万事業所を超える
・引越事業者優良認定制度（引越安心マーク）で、
1,739事業所を第1回認定事業所に認定
平成28年4月
・「平成28年熊本地震」で、全国から約1300台のト
ラックが緊急物資輸送
平成30年2月
・協会創立70周年
平成30年4月
・公益財団法人貨物自動車運送事業振興センターを
吸収合併
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沿　革



役
員

山崎　　薫 松崎　宏則

名誉会長会　長

副会長

専務理事 専務理事理事長

坂本　克己
大阪運輸倉庫株式会社
代表取締役会長

工藤　修二
株式会社トッキュウ
代表取締役会長

浅井　　
株式会社浅井
代表取締役社長

小林　和男
中越運送株式会社
代表取締役会長

星野　良三
多摩運送株式会社
代表取締役会長

寺岡　洋一
由良陸運株式会社
代表取締役社長

小丸　成洋
福山通運株式会社
代表取締役社長

桝野　龍二

吉田　修一
株式会社相模運輸
代表取締役社長

眞鍋　博俊
株式会社博運社
代表取締役会長

山口　嘉彦
株式会社エスラインギフ
代表取締役会長

馬渡　雅敏
松浦通運株式会社
代表取締役社長

中村　栄一
日本通運株式会社
代表取締役副社長

吉野　雅山
吉正運輸倉庫株式会社
代表取締役会長

中川　才助
中川運送株式会社
代表取締役会長

役　員

楠木　寿嗣
瀬戸内陸運株式会社
代表取締役社長

庄子　清一
株式会社庄子運送
代表取締役会長



機
構

事務局の組織

正副会長会議

●食料品部会
●利用運送・積合部会
●百貨店部会
●タンクトラック・高圧ガス部会
●セメント部会
●生コンクリート輸送部会

●ダンプトラック部会
●海上コンテナ部会
●引越部会
●重量部会
●鉄骨・橋梁部会
●鉄鋼部会

●青年部会
●女性部会

●総務委員会
●環境対策委員会
●物流政策委員会
●広報委員会
●税制委員会
●交通対策委員会

●道路委員会
●労働安全・衛生委員会
●経営改善・情報化委員会
●物流ネットワーク委員会
●適正化事業委員会
●施設事業委員会

会 　 長

専務理事

理 事 長理 事 長理 事 長

常務理事

経営改善事業部 適正化事業部 施設事業部交通・環境部輸送事業部企 画 部

企画部道路企画室

総 務 部

総務部広報室

総務部財務室

部・室

機　構



●事業用自動車の交通事故については、国が平成29年に策定した「事業用自動車総合安全プラン2020」に基づき、関係者

と一丸となって事故防止対策に取り組んできましたが、事業用自動車が置かれている社会環境、交通事故の発生状況など

が当該プランの策定時から大きく状況変化しました。このため、国土交通省は令和2年度において、重点的に検討する事項

等について議論を行い、令和3年3月には「事業用自動車総合安全プラン2025」を策定しました。 　                            

全日本トラック協会では、国のプラン策定を受け、「トラック事業における総合安全プラン2025」を策定しました。この独自

プランでは、軽自動車を除く事業用トラックが第1当事者となる交通事故による「死者数＋重傷者数の合計を970人以下」、

「飲酒運転ゼロ」の目標を定め、令和7年度までに達成できるよう、これまでの交通事故防止対策をさらに充実・強化して取

り組むこととしています。また、目標達成に向けて、当面の重点削減目標と具体的促進策を定めています。重点削減目標とし

ては、車両台数１万台当たりの死者数と重傷者数の合計を「6.5人以下」とし、この数値を都道府県トラック協会（車籍別）の

共有目標としています。さらに、具体的促進策としては、事業用トラック事故の約半数を占める「追突事故」、死亡・重傷事故件

数の4割超を占める交差点事故など、事業用トラックの特徴的な交通事故の対策を中心に「プラン2025」の解説を行う、

「プラン2025目標達成セミナー」の全国展開と併せ、事故削減効果に有効な安全装置などの普及にも取り組みます。

●平成29年3月改正の道路交通法では「準中型免許」が新設されました。この免許制度は「車両総重量3.5トン以上7.5ト

ン未満の貨物自動車」を対象に、18歳以上であれば運転経験年数を問わず取得できることとしました。準中型免許を

取得することで、これまで中型免許を必要とした車両総重量が5トン以上7.5トン未満の貨物自動車の運転が可能と

なり、若年ドライバーの就業機会の拡大が期待されます。なお、免許制度の見直しに伴い国土交通省と全ト協は運転

者教育の充実および車両の安全対策など、総合安全対策に取り組

んでいます。また、大型・中型免許の受験資格が特別な教習（特例教

習）を修了し、普通免許等の保有が1年以上かつ19歳以上に引き上

げられた改正道路交通法が令和4年5月13日に施行されました。

●政府が推進している全国交通安全運動や年末年始の輸送等安全

総点検に積極的に参加するほか、交通安全の意識高揚のための広

報活動も実施しています。また、安全装置等（後方視野確認支援装置、

側方視野確認支援装置、アルコールインターロック装置、携帯型アル

コール検知器）の導入に対する各種助成により装置の普及促進を

図り、交通事故防止に努めています。

●毎年10月に開催している「全国トラックドライバー・コンテスト」

は、交通安全対策の重要な柱となっています。およそ1,000人が参

加する都道府県単位の地区大会によって選ばれた代表が全国大

会で日本一を競い、運転技術・マナーの向上に大きく貢献するとと

もに、交通安全意識の向上に大きな役割を果たしています。
第50回（平成30年度）全国トラックドライバー・コンテストの
各部門優勝者が安倍晋三内閣総理大臣（当時）を表敬訪問

交通事故ゼロを目指し毎年10月に開催している
全国トラックドライバー・コンテストの競技風景

交通安全対策

死者数＋重傷者数（軽貨物を含まない） 飲酒運転事故件数（軽貨物を含まない）
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出典：警察庁「交通事故統計」および（公財）交通事故総合分析センター「交通統計」 資料：全日本トラック協会

① 2025年までに、交通事故
　　死者数と重傷者数の
    合計970人　　　　　           

（いずれも軽貨物を含まない）                  

数値目標

飲酒運転事故件数ゼロ

トラック事業における総合安全プラン2025の概要

② 

1,025
1,139



●地方適正化事業の円滑な実施を図るため、適正化事業活動指針を

策定するとともに、地方適正化事業の連絡調整と指導、適正化事

業指導員に対する各種研修会の実施、さらに事業者および荷主企

業などに対する啓発・広報活動も行っています。

●利用者がより安全性の高いトラック運送事業者を選びやすくする

とともに、事業者全体の安全性の向上に対する意識を高めるため

に、事業者の安全性を正当に評価し、認定・公表する「安全性評価

事業」（Gマーク制度）を平成15年度から実施しています。令和4年

3月末現在において安全性優良事業所は計2万7,898事業所とな

っています。

Gマーク制度の認知度アップ施策としてラッピング車両が走行

指導にあたる適正化事業指導員

適正化事業

●天然ガスを燃料とするNGVや、燃費に優れたハイブリッドトラック、

電気トラックなど環境対応車の一層の普及促進のため、全ト協で

は通常車両との価格差の一部を助成しています。また、ドライバー

が休憩・荷待ち時などにアイドリングストップができるよう、エンジ

ン停止時に使用可能なエアヒータ、車載バッテリー式冷房装置の

助成を行い、エコドライブの普及にも努めています。

●平成26年度に、トラック運送業界の環境対策の基本方針と具

体的な取り組みを定めた「新・環境基本行動計画」を策定しま

したが、トラック運送業界として、より積極的な取り組みが求

められることから、令和4年3月には、2050年のカーボン

ニュートラルを目指して、「トラック運送業界の環境ビジョン

2030」を新たに定めました。同ビジョンは、2030年を目標

年とし、温室効果ガス、中でもCO2排出量削減に主眼を置き、

同年のＣO2排出原単位を2005年度比で31％削減する「メ

イン目標」とこれを補完する「3つのサブ目標」を設定、取り組

むことによって貢献できるSDGs（持続可能な開発目標）ゴー

ルの例を紐づけた「3段階の行動メニュー」から都道府県ト

ラック協会等とトラック運送事業者がそれぞれの立場で取り組

みやすいメニューを選び、具体的な行動に移すことで、トラック

運送業界全体でカーボンニュートラルを目指して取り組む計画

としています。

全国に広がる「トラックの森」（令和4年度）

環境対応車やアイドリングストップ支援措置の普及に努めている

「環境ビジョン2030」のリーフレット

●森林の育成を通じてCO2の削減に寄与する「トラックの森」づくり

事業を平成15年度から推進しています。これは、国有林を中心に

　「トラックの森」としてフィールドを設定し、地域のボランティアの

協力を得ながら、植樹、枝打ち、間伐などを行い、長期間にわたり森

を育てていくものです。

環境・エネルギー対策

トラック運送業界の

環境ビジョン2030
トラック運送業界の

環境ビジョン2030
2050年カーボンニュートラルに向けて



●平成30年6月に「働き方改革関連法」が成立し、トラックドライバーの時間

外労働の上限規制（年960時間以内）が令和6年4月から適用されること

等が決定されました。新たな法規制に対応するべく、全日本トラック協会で

は平成30年3月に具体的な数値目標を掲げた「トラック運送業界の働き方

改革実現に向けたアクションプラン」を策定し、その達成状況のモニタリン

グ調査を実施するなど、長時間労働の抑制等労働環境改善に向けた取り

組みを進めています。

●平成30年12月には、貨物自動車運送事業法が改正され、業界の担い手で

あるドライバーの労働条件の改善を図るため、「規制の適正化」、「事業者が

遵守すべき事項の明確化」、「荷主対策の深度化」、「標準的な運賃の告示制度の導入」の措置が講じられました。特に令和2

年4月に告示された「標準的な運賃」については、ドライバーの賃金を全産業平均の水準に引き上げるとともに、長時間労働

の是正などコンプライアンスの確保に資することから、国土交通省と連携して、事業者への周知を行うとともに、「荷主対策の

深度化」については、国土交通省から荷待ちや過積載などに対し、荷主への働きかけが行われています。

●厚生労働省が公表している「過労死等の労災補償状況」によると、道路貨物運

送事業は、脳・心臓疾患による過労死等の発症が最も多い業界となっています。

全日本トラック協会では、有識者等を交えたワーキンググループを立ち上げ、平

成30年3月に「過労死等防止計画」を策定し、長時間労働対策および健康管理

対策を強化することを中心とした対策を掲げ、令和4年度までに脳・心臓疾患に

よる過労死等の発症を20％削減すること等を目標に取り組みを進めています。

●少子高齢化等により、トラック運送業界の労働者不足の深刻化が懸念さ

れるなか、インターンシップ導入促進事業、準中型免許取得助成事業を実

施するなど、若年労働力を確保するため、積極的な活動を行っています。ま

た、女性の活用を推進するため、行政と連携を取りながら、労働環境の改

善に努めています。さらに会員事業者を対象として若年・女性ドライバーの

採用・定着、高齢ドライバーに長く働き続けていただくための人材確保セミ

ナーを実施しています。

●トラックドライバーの高齢化が進むなかで、生活習慣病を患う人が多くなって

きている現状を踏まえ、「トラック運送事業者のための健康起因事故防止マ

ニュアル」を作成しました。事業者や運行管理者が、ドライバーをはじめとする

従業員に対し、より適切な健康管理が実施できるようにトラックに特化した内

容をとりまとめたものです。また、「睡眠時無呼吸症候群」（SAS：Sleep Apnea 

Syndrome）の対策等についても解説しています。その他、各種パンフレットの

作成やSASスクリーニング検査の助成、血圧計導入助成を行っています。

事業内容・
会社特性に
応じて取り組む
中小トラック
運送事業者向け
人材確保対策の

ヒント

女性トラックドライバー
採用成功事例集

いま伝え たい、

「トラックドラ イバ ー」という

仕事のこと。

働き方改革対策

労働対策

●トラック運送業界を取り巻く諸課題の克服に対応し、トラック運送業界

が健全に発展していくため、事業者団体であるトラック協会の重要な

役割の１つとして、要望・陳情活動があります。税制改正・予算、高速道路

通行料金、規制改革、燃料価格高騰対策、新型コロナウイルス感染症

に係る諸対策など事業者の必要とするあらゆる分野を対象に、全日本

トラック協会および都道府県トラック協会では、関係省庁ならびに、自

由民主党トラック輸送振興議員連盟、公明党トラック議員懇話会にお

ける要望など、積極的に要望・陳情活動を展開しています。

●複雑かつ過重な負担となっている自動車関係諸税については、①簡素化・軽減の実現、②自動車税における営自格差

見直し反対、③自動車重量税の道路特定財源化―などについて、積極的に要望活動を行っています。

松野博一内閣官房長官（中央）に要望書を手渡す坂本克
己会長（右から2番目）。自民党トラック議連加藤勝信会
長代行（左から2番目）、赤澤亮正幹事長（左）、橘慶一
郎事務局長（右）も同席（令和4年2月28日、首相官邸）

要望活動



●トラック運送事業者の経営改善に資するため、金融機関からの融資を

有利・円滑に利用するための制度として、推薦融資制度を設けており、

営業用車両の購入、物流施設の整備、激甚災害対応等の長期資金調

達時に活用可能な利子補給を行っています。また、信用保証協会の利

用負担軽減を図るため保証料の助成も実施しています。

●情報化推進のHPをリニューアルし、IT機器導入に係る全ト協や行

政機関の支援策、情報セキュリティ対策など、事業者の目的に応じ

た情報を提供しています。

次代を担う青年経営者が集う青年部会全国大会

女性部会全国研修会

ホームページに掲載している運賃原価.com

情報化推進（IT活用、導入支援

IT導入ガイドブック

経営改善対策

情報化対策

及び情報セキュリティー）のHP

●トラック運送事業が持続的かつ収益力のある産業として発展してい

くために、原価意識の強化を図る研修事業を実施しています。中

小トラック運送業者の経営基盤の強化に繋げることを目的として、

これまでの原価計算方法に加え、生産性の向上、取引先との交渉力

強化に向けた内容を取り入れるなど、収益力の向上に焦点をあてた

原価計算活用セミナーを開催。令和4年度は、「標準的な運賃活用

セミナー」に一本化して開催しています。更に、原価意識の向上

のため、ホームページに原価計算お役立ちコンテンツ「運賃原価.

com」サイトを開設しています。また、経営分析や経営診断助成

等、各事業者の経営改善への取り組みを支援しています。

●経営改善や人材不足に対応した業務の効率化を図るため、主に中

小事業者が求めるIT機器、システムについて、事例集や導入支援ガイ

ド、さらに導入支援動画としてまとめ、全日本トラック協会ホーム

ページ（HP）に掲載しているほか、IT活用セミナーを開催するなど、

業界のIT化に資する取り組みを行っています。

●自動点呼の制度化に向けて、点呼支援機器導入に係る助成を行っ

ています。

●青年部会・女性部会では、それぞれ次代を担う青年経営者ならびに事

業後継者の育成を図ること、女性活躍を推進することを目的として、

研修会をはじめとする各種活動を実施しています。このほか、青年経

営者等が実施した先進的で創意工夫のある事業への顕彰制度を

実施しています。また、新たな物流時代に対応可能な人材を育成す

るため、業界の資格制度として物流経営士の認定を行うとともに、

中小トラック運送事業者の優秀な管理者を育成するため、中小企

業大学校の講座受講への助成を実施しています。

全ト協HPに掲載されている導入支援動画



●トラック輸送は「生活（くらし）と経済を支えるライフライン」であり、

トラックの機動性を活かして緊急支援物資を輸送するなど、自然

災害などの際にも重要な役割を果たしています。

　また、災害発生時に、緊急・救援輸送を優先かつ迅速に行うため、

全国各地のトラック協会は、国や地方自治体との間で、緊急輸送に

関する協定を結んでいます。東日本大震災や平成28年熊本地震、

また、平成30年7月豪雨、令和元年台風15、19号や令和2年7月豪

雨などでは、発災直後から政府の要請を受け、水や食糧をはじめ、

毛布や衣類などの緊急支援物資を被災地へ輸送しました。また、全

国のトラック協会も各自治体の要請に基づく緊急輸送を行い、緊急

支援物資を被災地に届けました。

●平成26年7月に竣工した全日本トラック総合会館（全日本トラック

防災・研修センター）は、免震構造で非常用発電機、IP無線などの

通信網の整備などを行っており、災害発生時には全ト協の災害対

策本部が設けられ、全国の緊急物資輸送の中央指令塔としての機

能を担います。また、同年8月１日には、災害対策基本法に基づき、

内閣総理大臣より「指定公共機関」の指定を受けました。今後も、

大災害の発生に備えて、国をはじめ、都道府県トラック協会、関係

　行政機関などと連携を密にし、緊急・救援輸送体制の確立を図って

いきます。

●また、緊急物資輸送を円滑に行うためには、災害対策本部や末端

の物資集積地等さまざまな現場において、的確に輸送計画を策定

し、諸調整や現場の作業指示等を行うことが重要です。全ト協では、

こうしたノウハウを有する人材を「災害物流専門家」と位置付け、令

和2年 度からは災害物流専門家を育成するための研修をスタート

しています。

●東日本大震災を教訓に、緊急物資輸送車両の燃料確保のため、ト

ラック運送事業者および協同組合の自家用燃料スタンドを活用し

た緊急給油ネットワークを整備しています。

令和元年台風19号による豪雨災害で支援物資を輸送する緊急輸送
トラック

東日本大震災で緊急支援物資の物流拠点の１つとなった岩手県
産業文化センター「アピオ」（岩手県滝沢市）

緊急輸送対策

道路対策

災害時には全国の緊急物資輸送の中央司令塔の機能を担う
全日本トラック総合会館（全日本トラック防災・研修センター）。
内閣総理大臣から「指定公共機関」の指定を受けた

●トラック輸送にとって高速道路の利用は、輸送時間の短縮や定時性

の確保といった生産性向上および物流効率化の推進に必要不可欠

なものであるため、次の働きかけを行っています。

  ①普通区間等の３つの料金水準の引下げ、長距離逓減割引の拡充、

深夜割引の拡充、大口・多頻度割引を実質50％割引に拡充などの

「高速道路料金等の引下げ」

  ②重要物流道路の指定や指定道路への集中投資、暫定２車線区間の

４車線化、高速道路のSA・PAや道の駅における駐車スペースの

整備・拡充などの「物流基盤の整備」

●トレーラ等の特殊車両の通行における諸課題改善、特殊車両通行制

度に資する道路関係情報のデジタル化の促進、高さ指定道路や重

さ指定道路の追加指定などに向け、働きかけを行っています。



燃料価格高騰対策

●世界的な原油価格高騰を受け、令和3年12月2日、トラック・バス・タ

クシー3団体合同で、「燃料価格高騰経営危機突破総決起大会」

を開催し、与党国会議員に対し、燃料価格高騰対策の実施を求め

るとともに、同年12月から令和4年3月にかけて、松野博一内閣官

房長官、木原誠二内閣官房副長官、萩生田光一経済産業大臣、斉

藤鉄夫国土交通大臣など政府に対し、燃料価格高騰に係る要望

活動を行いました。

●燃料価格高騰によるトラック運送事業者の窮状に理解を求めるた

め、令和4年1月に国交省と連名で荷主企業4万5千社および荷主

団体65団体に対し、燃料サーチャージ制の導入に関する依頼文書

およびパンフレットを送付しました。

●荷主・一般消費者向けとしては、全ト協ホームページに燃料サー

チャージ制導入の特設ページを新設し、インターネット広告を実施

しました。また、令和4年3月には、坂本克己会長を本部長とする

「燃料価格高騰対策本部」を設置し、令和3年12月27日に策定さ

れた「パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化施策

パッケージ」に対応した諸施策への対応、燃料サーチャージ制の導

入促進の支援など対応を強化しています。

燃料サーチャージ制導入に理解を
求めるリーフレットと全ト協HP専
用ページのインターネット広告

令和３年１２月２日、世界的な燃料価格の高騰がトラック運
送事業者の事業経営に大きなダメージを与えたことから、
全日本トラック協会を先頭に全国ハイヤー・タクシー連合
会、日本バス協会の３団体の主催で「燃料価格高騰経営危
機突破総決起大会」を開催

●国土交通省、消費者庁、都道府県トラック協会および国民生活セン

ター・消費生活センターと連携を図りながら、消費者対策に取り組

んでいます。消費者向け輸送サービスである引越や宅配便に対す

る消費者からの相談については電話相談窓口を開設し、標準引越

運送約款や標準宅配便運送約款等に基づく適切なアドバイスを

行っています。また、消費者向け啓発用パンフレット等を作成し、消

費者サービスの充実、強化に努めています。

●引越に関する専門知識に習熟し、標準引越運送約款に基づく引越

の見積等を適正に行うとともに、利用者からのクレームに対し、責

任と誠意をもって対応することができる引越管理者を育成するた

めの講習会を開催し、業界のレベルアップを図っています。

●安全・安心な事業者の見える化を推進するため、「引越事業者優良

認定制度」を行っています。優良認定は、お客様窓口を設けている

こと、各事業所に引越管理者講習修了者の在籍やＧマーク取得な

どの要件を満たしている事業者に与えられ、認定期間中は、同制度

のマークである「引越安心マーク」をつけて営業することが認めら

れています。同制度は平成28年１月、（公社）消費者関連専門家会議

(ACAP）から「ACAP消費者志向活動表彰（消費者庁後援）」を、ま

た、30年6月には消費者庁から「ベスト消費者サポーター章」を授

与されました。

消費者対策

「引越安心マーク」



トラックステーション（TS）

●トラックステーション（TS）は、全国の主要国道沿いに24か所設置され、大型

トラック・トレーラ専用駐車場の他、運行情報センター、食事、宿泊、入浴など

の施設を併設し、トラックドライバーの長距離運行に欠かせない安全運行の

拠点となっています。

24

トラックの日のポスター

全ト協ホームページ

●トラック輸送の役割の理解促進と、業界の

イメージ向上を図るため、全国共通テレビＣ

Ｍ素材の制作・放送、全国紙・業界紙におけ

る業界PRや意見広告の掲載、などの情報

発信等を行っているほか、ホームページ、Web

サイト、大型ビジョンなど多彩なメディアを活

用した広報活動を展開しています。

●トラック運送事業に有益な情報を提供するた

め、機関紙「広報とらっく」を月2回定期的に発

行し、全国のトラック運送事業者、官公庁、調査研究機関などに配布しています。また、業界の現状理解促進のため、「日

本のトラック輸送産業」などの業界ＰＲ冊子を発行しています。

●平成4年から10月9日を「トラックの日」と定め、トラック輸送の役割を幅広くＰＲするため、毎年全国各地のトラック

協会でトラックフェスタや交通安全フェア、絵画コンクールなど地域と密着した催しを繰り広げています。

全国各地から訪れたトラックで満車状態の大阪TS

広報活動

金沢TS

●毎年、アジア、アセアン諸国などからの視察団の受け入れを行い、情

報交換や友好親善に努めています。

●IRU（国際道路輸送連盟）の正会員として、毎年開催される総会およ

び貨物輸送分科会へ代表団を派遣しています。平成24年4月、ジュ

ネーブでの貨物輸送分科会では、福本秀爾前理事長が23年3月11

日に発生した東日本大震災での全国のトラック協会を挙げて実施

された緊急物資輸送の状況や課題等を中心にスピーチを行い、多

くの称賛の声が寄せられ、25年6月にはIRUグランプリ賞を受賞

しました。

IRUグランプリ賞を受賞

国際交流



● データで見るトラック輸送 ●

■トラック運送事業の市場規模は、平成30年度において19兆3,576億円で、物流市場全体の67.6%を占め、「生

活（くらし）と経済のライフライン」として、国民生活や産業活動に欠かすことのできない存在となっています。

■わが国の国内貨物のうち営業用トラックの分担率は、トン数では61.7％、トンキロで48.4％となり、特にトン数では

他の輸送機関と比べ、圧倒的な分担率を誇っています。

■平成2年の貨物自動車運送事業法施行以降、トラック運送事業の規制緩和によって新規参入事業者が急増しました。

19年度までは、毎年2,000者程度の事業者が新たに参入し、規制緩和以降の20年間で1.5倍以上に増えています。

しかし、輸送需要が伸び悩むなかで事業者間の競争が激化し、最近は、事業者数の増加率が鈍化するとともに撤退

事業者数が増加しています。

トラック運送事業者数 6万2,844者（令和3年3月末）

営業用トラック台数 149万2,015台（令和3年3月末）

道路貨物運送業就業者数

トラック運送事業営業収入 

199万人（令和3年）

19兆3,576億円（平成30年度）

営業収入で見たわが国の物流市場規模と構成（平成30年度）

資料：国土交通省、営業用トラック台数は自動車検査登録情報協会、道路貨物運送業就業者数は総務省調べ

資料：国土交通省

資料：国土交通省

外航海運業
3兆3,360

倉庫業
2兆2,448

　8.4％
　（鉄道・内航海運・
　航空の合計）

61.7％
（営業用）

29.9％
（自家用）  

合計4,133
（単位：百万トン）

合計386
（単位：十億トンキロ）

48.4％
（営業用）

6.7％
（自家用）

44.8％
（鉄道・内航海運・航空の合計）

 営業用
トラック

営業用トラック

自家用トラック

187

26

内航海運
154

鉄道
18

航空
1

内航海運
306

航空
0

鉄道
39

 自家用
トラック
1,236

2,551

年間貨物輸送量と輸送機関別分担率（令和2年度）

※端数処理のため、一部合計値が一致しない箇所がある

注1：「その他」は航空貨物運送業、トラックターミナル業
注2：港湾運送業は平成29年度
　　　

トラック運送事業
19兆3,576

8,604
内航海運業

3.0％

（鉄道、外航、航空の合計）

1兆3,283

利用運送業

4.6％

1,355
JR貨物

0.5％

3,214
その他

1.1％
港湾運送業
1兆611

28兆6,451
（単位：億円）

11.6％
7.8  ％

67.6％

3.7％



● 都道府県トラック協会一覧 ●

北海道トラック協会

札幌地区トラック協会

函館地区トラック協会

室蘭地区トラック協会

旭川地区トラック協会

十勝地区トラック協会

釧根地区トラック協会

北見地区トラック協会

青森県トラック協会

岩手県トラック協会

宮城県トラック協会

秋田県トラック協会

山形県トラック協会

福島県トラック協会

茨城県トラック協会

栃木県トラック協会

群馬県トラック協会

埼玉県トラック協会

千葉県トラック協会

東京都トラック協会

神奈川県トラック協会

山梨県トラック協会

新潟県トラック協会

長野県トラック協会

富山県トラック協会

石川県トラック協会

福井県トラック協会

岐阜県トラック協会

静岡県トラック協会

愛知県トラック協会

三重県トラック協会

滋賀県トラック協会

京都府トラック協会

大阪府トラック協会

兵庫県トラック協会

奈良県トラック協会

和歌山県トラック協会

鳥取県トラック協会

島根県トラック協会

岡山県トラック協会

広島県トラック協会

山口県トラック協会

徳島県トラック協会

香川県トラック協会

愛媛県トラック協会

高知県トラック協会

福岡県トラック協会

佐賀県トラック協会

長崎県トラック協会

熊本県トラック協会

大分県トラック協会

宮崎県トラック協会

鹿児島県トラック協会

沖縄県トラック協会

〒064-0809

〒065-0028

〒041-0824

〒050-0081

〒079-8442

〒080-2459

〒084-0906

〒090-0835

〒030-0111

〒020-0891

〒984-0015

〒011-0904

〒994-0075

〒960-0231

〒310-0913

〒321-0169

〒379-2194

〒330-8506

〒261-0002

〒160-0004

〒222-8510

〒406-0034

〒950-0965

〒381-8556

〒939-2708

〒920-0226

〒918-8115

〒501-6133

〒422-8510

〒470-0207

〒514-8515

〒524-0104

〒612-8418

〒536-0014

〒657-0043

〒639-1037

〒640-8404

〒680-0006

〒690-0001

〒700-8567

〒732-0052

〒753-0812

〒770-0003

〒760-0066

〒791-1114

〒781-8016

〒812-0013

〒849-0921

〒851-0131

〒862-0901

〒870-0905

〒880-8519

〒891-0131

〒900-0001

札幌市中央区南9条西1-1-10

札幌市東区北28条東1-2-8

函館市西桔梗町555-32

室蘭市日の出町3-4-11

旭川市流通団地2-4

帯広市西19条北2-4

釧路市鳥取大通6-1-4

北見市光西町167

青森市大字荒川字品川111-3

紫波郡矢巾町流通センター南2-9-1

仙台市若林区卸町5-8-3

秋田市寺内蛭根1-15-20

天童市蔵増1465-16

福島市飯坂町平野字若狭小屋32

水戸市見川町2440-1

宇都宮市八千代1-5-12

前橋市野中町595

さいたま市大宮区北袋町1-299-3

千葉市美浜区新港212-10

新宿区四谷3-1-8

横浜市港北区新横浜2-11-1

笛吹市石和町唐柏1000-7

新潟市中央区新光町6-4

長野市南長池710-3

富山市婦中町島本郷1-5

金沢市粟崎町4-84-10

福井市別所町第17号18-1

岐阜市日置江2648-2

静岡市駿河区池田126-4

みよし市福谷町西ノ洞21-127

津市桜橋3-53-11

守山市木浜町2298-4

京都市伏見区竹田向代町48-3

大阪市城東区鴫野西2-11-2

神戸市灘区大石東町2-4-27

大和郡山市額田部北町981-6

和歌山市湊1414

鳥取市丸山町219-1

松江市東朝日町194-1

岡山市北区青江1-22-33

広島市東区光町2-1-18

山口市宝町2-84

徳島市北田宮2-14-50

高松市福岡町3-2-3

松山市井門町1081-1

高知市南の丸町5-17

福岡市博多区博多駅東1-18-8

佐賀市高木瀬西3-1-20

長崎市松原町2651-3

熊本市東区東町4-6-2

大分市向原西1-1-27

宮崎市恒久1-7-21

鹿児島市谷山港2-4-15

那覇市港町2-5-23

011-531-2215

011-751-4231

0138-49-1777

0143-44-0993 

0166-48-7244

0155-36-8575

0154-51-3108

0157-24-4833

017-729-2000

019-637-2171

022-238-2721

018-863-5331

023-616-6135

024-558-7755

029-303-6363

028-658-2515

027-261-0244

048-645-2771

043-247-1131

03-3359-6251

045-471-5511

055-262-5561

025-285-1717

026-254-5151

076-495-8800

076-239-2511

0776-34-1713

058-279-3771

054-283-1910

0561-76-2006

059-227-6767

077-585-8080

075-671-3175

06-6965-4000

078-882-5556

0743-23-1200

073-422-6771

0857-22-2694

0852-21-4272

086-234-8211

082-264-1501

083-922-0978

088-632-8810

087-851-6381

089-957-1069

088-832-3499

092-451-7878

0952-30-3456

095-838-2281

096-369-3968

097-558-6311

0985-53-6767

099-261-1167

098-863-0280

011-521-5810

011-712-4206

0138-49-1659

0143-45-8024

0166-47-5079

0155-35-4614

0154-52-4019

0157-24-8613

017-729-2266

019-638-5010

022-238-4336

018-863-7354

023-616-6138

024-558-7731

029-243-5936

028-658-6929

027-261-7576

048-644-8080

043-246-7372

03-3359-4695

045-471-9055

055-263-2036

025-285-8455

026-254-5155

076-495-1600

076-239-2287

0776-34-2136

058-279-3773

054-283-1917

0561-76-2013

059-225-2095

077-585-8015

075-661-0062

06-6965-4019

078-882-5565

0743-23-1212

073-422-6121

0857-27-7051

0852-22-4408

086-234-5600

082-261-2496

083-925-8070

088-632-4701

087-821-4974

089-993-5501

088-831-0630

092-472-6439

0952-31-6441

095-839-8508

096-369-1194

097-552-1591

0985-53-2285

099-261-1169

098-863-3591

（公社）
（一社）
（一社）
（一社）
（一社）
（一社）
（一社）
（一社）
（公社）
（公社）
（公社）
（公社）
（公社）
（公社）
（一社）
（一社）
（一社）
（一社）
（一社）
（一社）
（一社）
（一社）
（公社）
（公社）
（一社）
（一社）
（一社）
（一社）
（一社）
（一社）
（一社）
（一社）
（一社）
（一社）
（一社）
（公社）
（公社）
（一社）
（公社）
（一社）
（公社）
（一社）
（一社）
（一社）
（一社）
（一社）
（公社）
（公社）
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（一社）
（公社）
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